
公募論文 投稿要領 

 

研究支援委員会 

１ 応募資格   

当会の個人会員（研究者会員・一般会員）であることを要件とします。 

共著の場合も、共著者全員が個人会員であることを要しますので、個人会員でない場合

は投稿の際に入会申請をしてください。  

 

２ テーマ・内容  

  本会の目的である地方行政の充実と発展に資する研究であれば応募者の自由とします。 

  地方行政の実務の課題等を踏まえた学術的な研究が基本となります。  

 

３ 二重投稿の禁止 

他誌などに既発表・掲載決定済みまたは投稿中の論文・研究ノート等と同一内容の論文

を投稿することはできません。（全く同一でなくても、その内容がきわめて類似している

と判断される場合も該当することがありますので、ご注意ください。） 

ただし、学会等において口頭発表したものの内容を発展させた論文を投稿することは

できます。（この場合は必ず９(2)③の業績一覧表にその旨を記載してください。） 

当会で審査過程にある投稿論文は、同時に他機関の各種出版物への投稿・掲載及びウェ

ブサイト等による公表をしてはいけません。 

 

４ 応募点数 

  制限はありません。 

（前項（二重投稿の禁止）の規定を遵守したものであれば、同時に複数の投稿をすること

もできます。また、過去に掲載された会員からの投稿も、他の投稿と同様に扱います。） 

 

５ 応募区分と原稿枚数 

 (1) 研究論文 ：地方行政に関わる研究成果をまとめた学術論文   

         既定の執筆フォーマットで 12 枚以内（図表等含む。約 20,000 字以内）  

 (2) 研究ノート：理論仮説、分析枠組、政策モデル等において研究途上にあるものの、 

         今後の研究・実践の基礎となり得る分析・考察をまとめた学術論文 

         （主に一般会員を対象としますが、単なる施策紹介や実践記録などでは

なく、分析・考察を深めた学術論文であることが必要です。） 

         既定の執筆フォーマットで８枚以内（図表等含む。約 13,000 字以内） 

を標準としますが、最大 12 枚以内（図表等含む。約 20,000 字以内） 

まで可能とします。  

 

６ 原稿締切と査読期間 

随時募集とします。 

査読期間は概ね３～４か月（修正を要する場合等の再査読も同様）とし、採択が決定し



た後の直近の機関誌に掲載します。 

なお、採択の決定後、機関誌への掲載までの間、投稿者の希望により掲載証明書を交付

します。  

 

７ 審査方法 

研究支援委員会が、論文ごとに複数の匿名の査読者に審査を依頼し、その審査結果に基

づき、研究支援委員会において掲載の可否を決定します。 

審査方法の詳細は、審査要領を参照してください。 

 

８ 審査基準 

主題の明晰さ、命題(仮説)と事実(実証)及びその方法などの的確さ、知見の新しさなど

を基準とし、本会の目的である地方行政の充実と発展に資する学術論文としての適切さ

を審査します。 

 

９ 応募要領 

 (1) 執筆の要領  

  「公募論文執筆要領」に基づいて執筆してください。 

   執筆にあたっては、査読の際に著者が判明しないように配意してください。 

（例えば、自己の著書や論文等を引用する場合も「拙著」「拙稿」などとは記載せず、

他の文献と同様に表記してください。また、学会発表や科研費プロジェクトの記述に

もご注意ください。） 

 (2) 提出物 

 応募にあたっては、次の４点を提出してください。 

  いずれも、学会ウェブサイトに掲載している様式を用いて作成し、その電子データ

（①②③④：Word 形式＋②：PDF 形式）を添付したＥメールで提出してください。 

 ① 応募申込書 

   執筆者の所属・氏名、論文題目、申込日、応募区分、連絡先等を記載した応募申

込書を提出してください。 

  ② 論文本文 

「公募論文執筆要領」に基づいて執筆した論文本文とともに、200 字から 400 字まで

の要旨と４つまでのキーワードを本文の前に記載して提出してください。 

  ③ 業績一覧表 

学術論文等の研究業績のある応募者は、過去５年間の業績一覧表を提出してくだ

さい。現物の提出は不要です。 

業績には、既発表のものに加え投稿中のもの及び学会等における口頭報告を含み

ます。また、投稿する論文のテーマと類似する業績があれば過去５年以前のものも記

載してください。いずれも、上記「３二重投稿の禁止」の確認ができるように必要な

事項を記載してください。 

これらに該当する業績のない会員は、業績一覧表を提出する必要はありません。 

  ④ 誓約書 



応募者は、研究不正がないことを自己申告する誓約書を投稿時に提出してくださ

い。共著の場合は、執筆代表者が誓約書を提出してください。 

 (3)  原稿送付先・問合せ先 

 地方行政実務学会 研究支援委員会（広島修道大学 澤俊晴 研究室内） 

  E-mail: tsawa89004(ｱｯﾄﾏｰｸ)gmail.com 

 

10 機関誌への掲載と機関誌の形態  

審査の結果、採択を決定した論文は、本会の機関誌に掲載します。 

本会の機関誌は、学会ウェブサイトへの掲載によるニュースレター形式で、会員専用サ

イトに掲載された後、一定期間を経て一般公開されます。 

学会ウェブサイトへの掲載という形態のため、別刷は作成しませんが、機関誌に掲載す

る論文のページ内に「本研究は複数の匿名の査読者による審査を経た査読付き論文であ

る」旨を明記するほか、発刊年月・巻・号・頁も欄外に記載するなど、該当ページだけで

別刷と同様に活用できるようにします。 

 

11 著作権  

掲載された論文の著作権は地方行政実務学会に帰属します。また、掲載された論文の執

筆者は、論文をウェブサイトで公開することに同意したものとします。 

掲載された論文を執筆者が他の出版物、ウェブサイト等に転用する場合には、あらかじ

め文書により研究支援委員会の了承を得てください。転用の際は、転用先の出版物に、本

会機関誌掲載の論文題目、本会機関誌の名称、掲載年、巻、号、頁を明記していただくこ

とが必要です。 

 

12 不正行為等への対応 

 以下の問題が生じた場合には、掲載が決定した論文や既に掲載された論文であっても、掲

載を取り消すことがあります。その審議と決定は、研究支援委員会が理事会との協議のもと

で行います。 

 (1)  二重投稿の禁止等を定めた投稿要領に反することが判明した場合 

 (2)  データ捏造、虚偽の記載、剽窃等の研究不正が判明した場合 

 (3) 研究倫理に反する行為が判明した場合 

 (4)  その他、研究支援委員会において疑義が生じた場合 

 

13 その他  

 (1) 研究支援委員会の委員や査読者となった会員からの投稿も妨げません。ただし、これ

らの投稿者の投稿に係る審査は、全てこれらの投稿者を参画させることなく実施しま

す。 

 (2) 全体の応募状況や掲載に至る経緯のあらましなどについては、機関誌に簡単な報告

を掲載します。  

（研究支援委員会 2020年 3月 30日決定、2021年 5 月 14 日一部改正、2022年９月 11日

一部改正、2024 年 11月 2日一部改正） 


